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世界中のあらゆる業界で、ブロックチェーンに対する真剣
な取り組みが進んでいる。デジタル界で何より信頼を勝ちと
ることが必要だからである。企業は業務を見直すと同時に、
ブロックチェーン技術が信頼をもたらすだけでなく、全ての
人に開かれた機会をもたらすことを認識しつつある。

Steve Davies、 
PwC英国法人 パートナー兼ブロックチェーンリーダー
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Time for trust  
信頼創造の時

本レポートでは、PwCが、ブロックチェーン技術
による世界経済への影響を探求する。ブロック
チェーンの実用的かつ日常的な活用が、いかに信
頼を構築し、効率を高め、企業にとって価値提供
の機会を生み出すのかを見ていく。

PwCのエコノミストの知見に加
え、国際的なブロックチェーン専門
家や業界著名人の意見ならびにコメ
ントを紹介しながら、企業がブロック
チェーン技術から得られるメリットと、
メリットを享受するために今から取り
組むべき手順を解説する。

ブロックチェーンがビットコイン
以上である理由

ブロックチェーン技術はビットコイ
ンのような仮想通貨と長く関連付け
られてきたが、決してそれだけに適
用されるものではない。この技術は、
本レポートでも紹介するように、デジ
タル記録、すなわちオンラインで保

存、共有、修正される証明書、公
簿、契約書などを生成するものであ
る。取引（修正箇所、送信者、交
換の当事者も含む）は、速やかに検
証、文書化、暗号化され、セキュリティ
が確保される。銀行や規制当局のよ
うな第三者がそのような手続きを検
証する必要はない。なぜなら全てが
共有プロセスであり、暗号化によっ
てセキュリティが確保されるからだ。

こうして中間業者がなくなり、ブ
ロックチェーンは企業間の信頼、透
明性、効率性を高める重要な役割を
果たすことになる。
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ブロックチェーン技術は世界の国内総生産（GDP）を
今後10年間で1兆7,600億米ドル引き上げる可能性を秘
めている。

これはPwCのエコノミストが、ブロッ
クチェーン技術の現在の利用状況を評価
し、医療、行政、公共サービス、製造、
金融、物流、小売まで、全ての業界にわ
たって価値を生成する可能性を判断した
上での結果である。

機会は全ての人にある。PwCのエコノ
ミストは、2025年までに企業の過半数が
何らかの形でブロックチェーン技術を利
用すると予想している。いったん主流に
なれば、経済的なメリットは一気に増加
するだろう。

ブロックチェーンが 
もたらす1兆米ドルの機会

ブロックチェーンが世界経済に与える影響

PwCのエコノミストは、ブロックチェーンが2030年までに世界のGDPを1兆7,600億米
ドル（世界のGDPの1.4%）引き上げると予想している。

*  本レポートではブロックチェーンが生成する純付加価値としてGDP（米ドル、2019年の価格で）
に注目する。

2021年 2025年 2030年

660億米ドル
4,220億米ドル

1.76兆米ドル 
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企業は新型コロナウイルス感染症の影響を受け、業務
のあり方を考え直している。新型コロナウイルス感染症
によってリモートワークの普及、顧客とのコミュニケー
ションや取引のデジタル化など、多くの変革が加速した。

ビジネスの優先事項

デジタル界での信頼はもろいものであ
る。デジタル化に投資し、信頼と透明性
を構築させることが、新型コロナウイルス
感染症により最重要の取り組みとなった。

世界中のCEOが業務の再編を検討す
る中、PwCの調査によれば、61%が主
要業務やプロセスのデジタル化を優先
事項のトップ3に挙げている1。新型コロ
ナウイルス感染症が流行する前でさえ、
CEOの半数以上が企業にとって信頼を失
うことが脅威だと考えている2。

企業は、従業員、顧客、ビジネスパー
トナーとの信頼を構築する上で自社の評
判が果たす役割を明確に認識している。
そして詐欺、他のサイバー犯罪、情報漏
洩、情報の悪用など、オンラインで信頼
を失うリスクに注目している。

現在では多くの企業が、ブロックチェー
ン技術が状況を好転させるチャンスをも
たらすと考えている。ブロックチェーンを
使えば、証明書、人材採用、商業取引
などの分野、あるいはデータのセキュリ
ティ、共有、使用における信頼性と透明
性を高めることができる。

また、採鉱などの重工業企業からファッ
ションブランドまで、さまざまな企業が持
続可能性や倫理的な原料調達などの実
績を証明することができ、これら課題に
係る市民や投資家の精査に応えることも
できる。

1 PwC, CEOパネル調査、2020年8月
2 PwC, 第23回世界CEO意識調査、2020年1月

信頼を得る 
⸺なぜ今なのか？
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61%
デジタルトランスフォーメーション
が優先事項トップ3に入ると答
えたCEOの割合

ビジネス上の利点

多くの企業は未来を再考する上で、ブロック
チェーン技術を用いた成長促進を検討する機会
を得ることができる。

ブロックチェーンの大きなメリットの1つは、オ
ンラインでの機密情報の作成、保存、共有が可
能なことである。契約書、ID書類、証明書、公
式記録、合意書など、全て安全な方法で確認で
きる。

例えば、出生証明書や運転免許証などの個人
記録をモバイルアプリで生成し、表示できれば、
短時間で高い信頼性で身分証明が可能となるだ
ろう。大学や他の資格授与団体は学位や証明書
をオンラインで発行し、卒業生は就職希望先と
ボタン1つで共有できる。瞬時に確認が可能な
ため、第三者にチェックを依頼する必要はない。
時間とお金の節約になり、効率が上がるため、
詐欺の抑止力になる。

現在の技術でもありとあらゆる物の出所と移
動を追跡できるが、ブロックチェーンの確信と信
頼性は他の技術よりはるかに高い。例えばサプ
ライチェーンに使用すれば、生鮮食料品、原材
料、ダイヤモンドまであらゆる商品の来歴を証明
できる。商品の持ち主が変われば記録が追加さ
れ、検査や配送も記録され、支払いは自動的に
開始される。全ての手続きがセキュア、確認可能、
信頼ある方法で行われる。

食品小売業者は、サプライチェーンにおける
商品の移動を追跡する「原産地から売り場まで」
のソリューションを、ブロックチェーンを利用して
作成した。これによって、原産地、環境／製造
基準適合の証明が容易になるだけでなく、偽造
品、汚染物質なども迅速かつ正確に特定できる。
品質問題に関する警告を出すこともできれば、
論争が生じた場合には自動的に経過を発行する
こともできる。

ブロックチェーンは、自動的にオンラインで記
録を統合することでプロセスを合理化する。非効
率的な書類の山はなくなり、それに関連する人
的ミスや見過ごしのリスクやその結果として生じ
る悪評もなくなる。
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成功に向けて 
⸺ブロックチェーン普及 
を促す5つの用途
PwCのエコノミストはブロックチェーンの5つの用
途を特定し、経済的価値を生成する可能性に基づ
いてランク付けした。

1.  来歴（2030年までに世界のGDPを9,620億米ドル
増加）

ブロックチェーンは、商品の原産地の確認や各段階での移動追跡によってサ
プライチェーンの透明性を高める企業の取り組みを大きく促進する可能性を秘
めている。詐欺、汚染、偽造が即座に特定できるため、顧客の安全が確保され、
社会的、倫理的な責任を果たすことにも役立つ。

私は駆け出しの頃に
バーコードの良さを説い
てまわったが、現在、ブ
ロックチェーンが企業
やそのサプライチェーン
パートナーに与える可能
性について企業に伝え、
啓発するという同じよう
なチャレンジに再び取り
組み、やりがいを感じて
いる。ブロックチェーン
早期導入は競争優位性
がある。ブロックチェー
ンは、70年代、80年代
のバーコードと同様、世
界を変え、ビジネス取引
全ての信頼性をさらに高
めるものだからだ。

Brian Marcel氏、 
IBCS Group会長
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ブロックチェーンは、皆のため
になる可能性を秘めた新技術であ
り、本当の差別化要因と言える。

例えば、小売業者は商品の来
歴を追跡することで透明性を高め、
顧客のロイヤリティと信頼を獲得で
きる。自社製品が環境にやさしい、
または生産に関与する人間が全て
公正な賃金と扱いを受けているこ
とを実証したければ、それも可能
だ。偽造、盗難、汚染のある商品
はすぐに特定できる。技術が商品
の安全で透明な経路を確保し、企
業は商品に値段だけの価値がある
ことを証明できる。

医療系企業にとっても有用だ。
医療系企業は、ブロックチェーン
によって医薬品のサプライチェーン
で患者の安全を確保できることに
なる。ブロックチェーンは、患者

に医薬品の出所や正当性について
の安心感を与え、医療用品や治療
法の透明性を高める。まだ早期段
階だがニーズはすでにある。

人生において重要な治療に関す
る透明性をブロックチェーンが提供
することで、治療に対する安心感
が高まり、業界が前進するだろう。

Anthony Bruce、 
PwC英国法人 パートナー兼 
製薬／ライフサイエンスリーダー
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2. 決済／金融商品（4,330億米ドル）

世界中の中央銀行が、中央銀行デジタ
ル通貨（CBDC）を通じて国の決済インフ
ラを改善する方法を模索している。

ホールセール型CBDCは中央銀行と加
盟銀行間の清算を効率化し、リテール型
CBDCは事実上、デジタル形式の銀行券と
して民間で利用される。

金融機関は、例えば「ステーブルコイ
ン」を新しいデジタル通貨として、送金手
数料の引き下げやリアルタイムに近い取引
など、国際的決済の変革も試みている。ス
テーブルコインとは一般に不換紙幣（政府
が発行する通貨・紙幣）や他の実世界の
資産に裏付けられたトークンであり、ブロッ
クチェーン上で機能する。

一方、ビットコインのような暗号通貨は
不換紙幣に裏付けられておらず、不換紙幣
のデジタル版でもないが、決済に使用でき
る。ただしCBDC（これは法定通貨）や規
制されたステーブルコインと異なり、暗号
通貨は多くの法域において規制された決済
手段ではなく、違法とされる国もある。

ブロックチェーンは投資や資
産管理市場を変革し、取引の
セキュリティと透明性を改善し
つつある。行動の変化の速や
かな特定、報告された不正資
金の追跡、潜在的なリスクの
警戒、全ての取引当事者のリ
スクパターン分析を可能にする
ことで、不正行為、詐欺、マネー
ロンダリングからの市場保護に
ますます貢献している。

Pawel Kuskowski氏、 
Coinfirm最高経営責任者（CEO）
兼共同設立者
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ブロックチェーンは2009年、ビッ
トコインを支える技術として登場し
て以来、この技術の仕組みを非常
に明確に示している。しかしそれ
以来、仮想通貨は大幅に進化し、
成熟した。特にここ数年、仮想通
貨業界は大幅に制度化されてい
る。規制状況が詳細に定義される
につれ、規制された金融機関はブ
ロックチェーンや仮想資産の導入
方法を安心して模索できるように
なるだろう。

それでも大半の人は自分がブ
ロックチェーンを利用しているとは
自覚しない。これは金融サービス

業界が資産を効率的に生成し、管
理するためのバックエンド技術だか
らだ。

ブロックチェーンは取引のコスト
と時間を削減し、国際的な送金を
合理化することでファイナンシャル
インクルージョン（金融包摂）を
促進する。このような強力な技術
が人々、企業、政府の有利に決済
インフラを変革するだろう。

Lucy Gazmararian、 
PwC香港 仮想通貨／フィンテックアドバイザリー
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3. 身分証明（2,240億米ドル）

ブロックチェーンは、運転免許証、職業上の資格、各種証明書など貴重なオンライ
ンの個人認証情報を守るとともに、コスト効率を大幅に高め、詐欺やID盗難を防ぐ。

人は自分の仕事関連の資格に
いつでもどこでもアクセスし、共
有したいと考え、企業はそのよう
な資格が信頼できることを確認し
たいと考える。教育セクターは新
型コロナウイルスを受けてデジタ
ル学習への移行を加速するととも
に、新しい技術を急速に取り入れ、
時間のかかる、非効率的で侵害さ
れやすい紙の資格情報システムを
廃止しつつある。

PwCは、勅許（公認）会計士
協会や欧州の主要大学などと提
携し、Smart Credentialsブロック
チェーンソリューションを開発した。

このソリューションは勅許（公
認）会計士や技術系卒業生の資
格情報を「デジタルウォレット」で
共有し、確認手続きの時間とコス
トを節約するとともに詐欺を防ぐ。
学生が、出生証明書、スポーツの
資格など、任意の数の文書を追加
して管理および共有することも可
能だ。

Caitroina McCusker、 
PwC 英国法人 パートナー兼教育コンサルティングリーダー
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4. 契約／紛争解決（730億米ドル）

ブロックチェーンは契約と紛争解決の分野で大きな可能性を秘めている。台帳、契約、
支払いをまとめ、商業契約の流れを改善するとともに紛争があれば警告を発する。

ブロックチェーンは、合意や契
約の分野の非常に複雑なシステム
において大きな変革を起こそうと
している。ブロックチェーン決済
には法的な契約に一般に見られる
契約条件を追加することができる。
これはスマート契約と呼ばれ、決
済の実行と商品やサービス、ある
いは金融商品の提供を同時に実
現する。

最大のメリットは署名とファイリ
ングである。契約に人間が対面で
署名する必要はない。技術が自
動的に監査証跡を作成する。これ
によって時間とコストが節約され、
国境の内外で摩擦なく商業契約の

流れが改善される。この技術を早
期に採用した当社は、世界トップ
クラスのスマート契約保証プロバ
イダーである。

紛争が生じた場合、ブロック
チェーンは自動的に決済を停止
し、警告を発することで自動的に
紛争プロセスを開始する。この追
跡機能が紛争を速やかに解きほぐ
し、信頼性の高い形で公開する。

Guenther Dobrauz、 
PwC スイス法人 パートナー兼グローバル金融サービスリーダー

世界は変わった。紛
争を対面で簡単に解決
することはできない。ビ
ジネスを継続するには
リモートアクセス可能な
企業グレードの技術と
人間の専門知識によっ
て問題を判断する必要
がある。ブロックチェー
ンでは証拠となる監査
証跡がコアに組み込ま
れているため、紛争解
決に非常に便利である。

Dean Armstrong氏、 
Proof of Trust CEO
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5. カスタマーエンゲージメント（540億米ドル）

ブロックチェーンは従来のカード式のロイヤリティやリワードプログラムに新風を吹き
込む可能性がある。Salesforce3、HubSpot CRM、Microsoft Dynamics 365 Sales
などの顧客関係管理（CRM）プラットフォームとブロックチェーンを統合すれば、高い
価値が生まれ、スマートフォンユーザーにとって使いやすくなるからである。

ブロックチェーンはロイヤリティ
プログラムが廃れるのを防ぐかも
しれない。ロイヤリティ／リワー
ドプログラムは1980年代、消費
者が現金で買い物をしていた時代
に生まれた。考え方は今でも正し
いが、還元率が低い。利用しよう
という消費者の意欲が下がってい
る。若い世代は支払いの手段と
してスマートフォンしか持ち歩いて
いないことが多い。財布にプラス
チックのカードをたくさん入れるの
も嫌う。航空会社のマイルであれ
スーパーのポイントであれ、スマー
トフォンでポイントを換金、共有、
交換したいと考える。

これは当然ではあるが、その
ような情報を全て統合するのは
非常に複雑である。ここでブロッ
クチェーンが役に立つ。ブロック
チェーンでは消費者がオンライン
にポイントを保存し、確認、統合、
利用できる。ギフトカードやバウ
チャーと同様にも使用できる。デ
ジタル決済が普通となった今、こ
のようなプログラムの統合は必
須であり、当事者全員に公正な
形で価値を提供するにはブロック
チェーンが鍵を握る。

Haydn Jones、 
PwC 英国法人 上級ブロックチェーン市場スペシャリスト、
『The Executive Guide to Blockchain（ブロックチェーン
実用ガイド）』著者

3 https://www.salesforce.com/products/platform/products/blockchain/
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2.3%
2030年までの英国の
GDP上昇

グローバルリーダー 
⸺ブロックチェーン革命
を牽引する国々
PwCのエコノミストは、中国と米国が今後10年間で
最もブロックチェーン技術の恩恵を受けると予想して
いる。

ブロックチェーンの成功には、導入し
やすい政策環境、技術によって生まれ
る新しいチャンスを生かしやすいビジネ
スエコシステム、適切な業界が必要で
ある。中国は独自の中央銀行発行デジ
タル通貨であるDCEP（デジタル人民
元）で革新を推進している。これにより
今後10年間でGDPの1.7%増に相当す
る4,400億米ドルの利益が生じる。続い
て米国も、主に幅広いサプライチェーン
関連の用途、あるいは消費者の社会的、
倫理的なニーズによって4,070億米ドル
の利益を得ると予想される。

その他PwCのエコノミストは、パー
センテージで言えば北欧と西欧が最も
利益を得やすいと予想する。これは既
存の技術インフラと対応スキルを持つ労
働力のおかげである。スウェーデンは
2030年までにブロックチェーンによって
GDPが3%、ルクセンブルクは2.6%、
ドイツは2.4%上昇すると予想される。
第4位の英国は2.3%で、EU脱退によっ
てブロックチェーンについても独自の可
能性を追求できるチャンスがある。
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丸山 智浩、 
PwCコンサルティング合同会社 
Blockchain Laboratory所長
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業界リーダー 
⸺最も恩恵を受ける 
セクター
PwCのエコノミストは、ブロックチェーン技術が
多様な業界セクターに利益をもたらすと予想して
いる。その価値の大半は舞台裏で生じる。PwC
は今後10年の間に世界のインフラの10%～15%
がブロックチェーンを導入すると予想している。

最も恩恵を受けるのはおそらく
行政、教育、医療セクターだろう。
PwCのエコノミストは、これらのセク
ターが2030年までにブロックチェー
ンを利用した身分や資格証明の効率
化によって5,740億米ドルもの利益を
得ると予想している。

ビジネスサービス、通信、メディ
アへの幅広いメリットも生じる。卸
売、小売、製造、建設業者は、ブロッ
クチェーンを消費者とのエンゲージ
メントに利用し、来歴やトレーサビリ
ティの需要に対応可能となるだろう。

ブロックチェーンはチー
ムスポーツである。業界の
ライバルも含めて他の企
業と協力し、プロセス、デー
タ共有、スマート契約に必
要な自動化などにおいて
ブロックチェーンの基盤を
整備した場合に最も高い
成果が得られる。いったん
得られる価値を理解すれ
ば、ブロックチェーンはビ
ジネス技術の必須部分と
なるだろう。

Husen Kapasi、 
PwC欧州  
ブロックチェーンリーダー
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GDP↑ 950億米ドル
ドイツ

889,000人 

GDP↑ 250億米ドル
イタリア

233,000人 

GDP↑ 420億米ドル
スペイン

227,000人

GDP↑ 620億米ドル
インド

320万人 

GDP↑ 180億米ドル
スウェーデン

138,000人 
GDP↑ 720億米ドル

695,000人 

英国

GDP↑ 20億米ドル
6,600人 

ルクセンブルク

フランス

GDP↑ 590億米ドル
510,000人 

中国

GDP↑ 4,400億米ドル
1,140万人 

日本

GDP↑ 720億米ドル
617,000人GDP↑ 4,070億米ドル

米国

220万人 

アラブ首長国連邦

↑GDP 60億米ドル
86,000人 

他の地域

GDP↑ 4,730億米ドル 2,100万人

ブロックチェーンが2030年までに世界のGDPと雇用に
与える影響
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価値を引き出す 
⸺ブロックチェーンの導入
どの業界にとってもブロックチェーンは有益であるが、こ
の技術に関して企業に導入をためらわせる誤解がいくつ
かある。

理解を促進し、導入を進めるには、このような問題を
解決しなければならない。

ビットコインにとどまらない

変革を推進するには、ブロックチェーン
の幅広い用途に意識を向けてもらうこと
が最も重要である。多くの人はブロック
チェーン技術をよく知らず、すぐにメリット
があるとは思っていない。ビットコインや
仮想通貨との関係しか知らない人もいる。

ブロックチェーンは当初、ビットコイン
を支える技術として華々しく登場した。

以来、この2つが結びついているため、
ブロックチェーンは金融サービス業界に早
く導入された。他の業界に到達するには
時間がかかったが、ここ数年で技術が大
きく進歩し、ブロックチェーンの用途が広
がっている。

この技術が各業界をどのように変革す
るのか、今こそ全ての企業が注目すべき
である。

ブロックチェーンはデジ
タル貿易金融の中心とな
り、自動化による効率、
透明性、来歴、恒久不変
の記録、最終的には信頼
というメリットをもたらす。
詐欺の防止、コスト削減、
ネットワークの改善により、
信頼を構築するとともに、
継続的な国際貿易の増加
をサポートするだろう。各
社のESGへの取り組みに
も役立つ。

Ruth Wandhöfer博士、
Gauss Venturesパート
ナー、Sinonyx共同設立
者兼パートナー、I-NED
アドバイザー
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エネルギーに注意

PwCが「世界のブロックチェーン調
査2018」を発行して以来、人々はブ
ロックチェーンがエネルギーを消費す
るという意識を持つようになった（ビッ
トコインとは大きく異なるレベルでは
あるが）。

ビットコインの消費電力はブロック
チェーンに誤ったイメージを植え付け
た。これは主に、多数のコンピューター
で複雑な数理アルゴリズムを処理する
ビットコインのマイニングから連想され
るものである。しかし、2009年にビッ
トコインが発表された以来10年以上
が過ぎ、ブロックチェーンソリューショ
ンに応用される基本的な暗号化技術
とその消費電力も大きく変化した。

それでも全ての技術が、データセン
ター、コンピューター処理、保存、ネッ
トワーキングという形でエネルギーを
使用することは覚えておく必要があ
る。したがって、例えば決済と台帳を
サポートするプラットフォームを組み
合わせれば1つで2つの用途に対応し、
特に複数の企業で共有すればエネル
ギー効率が良い。ここに本当の統合
のチャンスがある。実際、これで省エ
ネが実現するのである。ブロックチェー
ンは従来のデータセンターに対する依
存性を下げ、今後も下げていくだろう。
それが企業の消費エネルギー削減に
つながる。

コラボレーションに重点

企業が自社専用にブロックチェーン
を構築してもほとんど価値はない。ブ
ロックチェーンを最大限に利用するに
はコラボレーションが必要である。

ブロックチェーンの利点は企業間の
信頼を構築し、中間業者を省いて直接
的な交流を可能にすることである。複
数の企業がコラボレーションすれば全
業界的な取り組みになる。重要なのは、
企業として、または業界として何をし
たいのかを明確にし、データ検証が難
しいと思われる分野を探すことである。
単なる話し合いから、企業全体にやる
気を持たせるようなパートナーシップ
への投資を導くことが望ましい。

コラボレーションするのが比較的容
易だとしても、企業同士が競合する
場合は共通のアプローチを確立する
ほうが難しい。どのブロックチェーン
企業を利用するかなど、多くの実用
的な点を慎重に考慮する必要がある。
Ethereum、R3、Hedera、Ripple、
MultiChain、Hyperledgerなどプラッ
トフォームやフレームワークの選択肢
は数多くあり、新しい技術と既存技術
の統合も検討を要する。コラボレーショ
ンを成功させるにはやるべき仕事があ
るということだ。

CxOレベルで考える

企業がブロックチェーンについて
犯しやすい大きな過ちの1つは、これ
を趣味的な問題と考え、熱心な部下
に任せてしまうことである。ブロック
チェーンを活用し、業界内で適切なレ
ベルの協力を促進するには最高責任
者レベルのサポートが必要である。ブ
ロックチェーンソリューションの開発は
複雑で、時間もかかる。しかし企業は
それを受け入れ、概念実証（PoC）
を確立するところから始めて成功すれ
ばサテライトプロジェクトに拡大すべ
きだ。

サテライトプロジェクトから始めるこ
とで、中核製品として社内に持ち込む
頃には準備ができているだろう。そう
なれば自社の信頼と透明性を構築し
つつ、価値を引き出すチャンスも十分
ある。
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ブロックチェーンはイン
ターネットと同様のインフラ
になるだろう。誰もインター
ネットの仕組みに関心を持
たないが、もはや日常生
活の一部になっている。同
じことがブロックチェーン
にも言える。まだ有力な企
業がないため転換点には
達していない。もう少しす
れば変わるだろう。

Guenther Dobrauz、 
PwC スイス法人 
グローバルリーダー

ブロックチェーンは自社に
有益か？

ブロックチェーンが貴社に価値をもたらすかどうかは、PwCの簡単な
手順で判断できる。

以下のうち貴社に該当する項
目は？

1. 複数の担当者が一般的なデー
タを共有し、閲覧している

2. 複数の担当者がデータを更新
し、レコードを作成している

3. レコードの検証が必要である

4. 中間業者がコストや複雑性を
追加している

5. やり取りのスピードが重要で
ある

6. 取引が2人以上の担当者に依
存する

このうち4つ以上に「はい」で
あれば、ブロックチェーンの導入
が有益であり、PwCとともに導
入を計画することをお勧めする。
PwCは計画実現をサポートするだ
けでなく、プロジェクト完了後も
ビジネスの変革をサポートする。

ブロックチェーンが貴社にもた
らすメリットについての問い合
わせ：

Blockchain Laboratory

jp_cons_bc_soldev_info@pwc.com

PwCの経済モデリングに関す
る問い合わせ：

Jonathan Gillham

PwC 英国法人 エコノメトリクス＆
経済モデリングディレクター
jonathan.gillham@pwc.com

PwCの調査はブロックチェーンを再考する明確
な理由があることを示している。経済的な利点
は現実であり、さらに膨らもうとしている。再編
と新技術の導入を考えている企業は、ブロック
チェーンソリューションをぜひ検討し、チャンスを
つかんでほしい。
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PwCのレポートでは、ブロックチェーンがGDPに与える影響、すなわち1つ
の経済内でブロックチェーン技術によって生じた商品やサービスの純付加価
値に注目する。過去に他の調査会社が発行したレポートの中には、ブロック
チェーンの貢献度がもっと高いと予想したものもあった。それらは総事業収
益を指す場合がある。

今回の調査は、提供される商品や
サービスの普及と品質向上が予想通
りに進んだ場合、ブロックチェーン技
術が2030年までに世界経済に与え得
る影響のシナリオを提供している。

PwCは、社内のブロックチェーン
技術の専門家の他、最新技術に関す
る第三者の専門家にインタビューし、
彼らが2030年までに現実的に実施可
能だと考えるブロックチェーンの使用
事例を包括的にリストアップした。

PwCの分析には、当面はブロック
チェーンの変革的な使用事例とは言
えないが、将来的に生産性に大きな
影響を与えるといった経済的影響も
含まれる。例えばブロックチェーンが
世界的なサプライチェーンや多くの業
界にわたるコンプライアンス順守に与
える影響である。

世界経済に大きな影響を与えると
予想される事例については、多様な
情報源や手法でそれぞれが生産性に

与える影響を推定した。各事例にお
ける生産性の変化の推定には、ブロッ
クチェーンの普及とそれに伴う生産
性の向上に関する既存の調査、ABI 
Researchの予測やPwCの経済分析
が利用された。

2030年までの世界のGDPにブ
ロックチェーンの普及が与える累
計的な影響については、PwCの
動 的CGE（Computable General 
Equilibrium、応用一般均衡）モデル
に多要素生産性データを組み込んで
推定した。

CGEモデルは、企業間の取引や互
いの商品や情報への支出、消費者に
よる商品への支出、投資の意思決定、
市場のダイナミクス（資本と労働など
の要素に対する需要、取引、雇用と
賃金の影響など）といった世界経済
における経済的な相互作用を捉える。

本レポートでは、新型コロナウイル
ス感染症の影響を個別にモデル化し

ていない。しかし、新型コロナウイル
ス感染症が多くの分野でリモートワー
クや技術ソリューションを促したこと
を踏まえ、ブロックチェーンが経済に
与える影響を慎重に推定したと考えて
いる。

調査方法
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最新の技術や経済に詳しいPwCのチームは、
各種のレポートでビジネスの理解や人間の思
考と技術革新のバランスを取る方法を模索し
ている。公開中のレポートは以下のとおりで
ある：

Seeing is believing: How VR and AR will transform 
business and the economy
www.pwc.com/seeingisbelieving

Sizing the prize: What’s the real value of AI for your 
business and how can you capitalise?
www.pwc.com/ai-study

The impact of drones on the UK economy
www.pwc.co.uk/dronesreport

その他のPwCレポート
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日本のお問い合わせ先

PwC Japanグループ
https://www.pwc.com/jp/ja/contact.html
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